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　当事業所は契約者に対して、介護保険法に基づく介護予防・日常生 

 

活支援総合事業（指定第１号訪問事業）に基づく、訪問型サービスを 

 

提供します。 

 

　事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上の注意事項を次 

 

のとおり説明します。 

 

 

 

 

 ※当サービスの利用は、原則として「要支援」又は　

　「事業対象者」と認定された人が対象となりますが、 

　 認定をまだ受けていない人でもサービスの利用は可 

　 能です。
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１ 事業者                                                      
 　 （１）法　人　名　　　社会福祉法人　渋川市社会福祉協議会

  　（２）法人所在地　　　群馬県渋川市渋川１７６０番地１
 　（３）電 話 番 号　　　０２７９（２５）０５００ 

  　（４）代表者氏名　　　会長　萩原　進
  　（５）設立年月日　　　平成１８年２月２０日

 
２ 事業所の概要                                                

 　 （１）事業所の種類　  介護予防・日常生活支援総合事業　第１号訪問事業所
　　　　　 　　　　　　　令和6年4月1日指定　渋川市1070800402号 
 　（２）事 業 の 目 的    要支援状態にある高齢者等に対し､適正な訪問型サービスを提 

 　　　　　　　　　　　 供することを目的とします。
  　（３）事業所の名称　  渋川市社協ヘルパーステーション
 　 （４）事業所所在地　　群馬県渋川市渋川１７６０番地１

　 （５）電 話 番 号　  ０２７９（２６）３９００ 
 　（６）管 理 者 氏 名    尾身 知恵美 
 　（７）運 営 方 針　　要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自 

 　　　　　　　　　　　 立した日常生活を営むことができるよう入浴、排泄、食事の介
 　　　　　　　　　　　 護及びその他の生活全般の援助を行います。

 　　　　　　　　　　　　 また、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サ－ビスと綿密
 　　　　　　　　　　　 な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。

 　（８）開 設 年 月 日　　平成１８年４月１日 
  　（９）その他の業務　　当事業所では、次の事業も併せて実施しています。

　 　　　　　　　　　　 【訪問介護】　　 
　　　　　　　　　　　　  平成18年2月20日指定　群馬県1070800402号 
   　　　　　　　　　　 【障害福祉サービス居宅介護等事業】　　　 
　　　　　　　　　　　　　平成18年2月20日指定　群馬県1010800199号 
  　　　　　　　　　　  【制度補完型ホームヘルプサービス事業まるごとヘルプ】　 
　　　　　　　　　　　　　平成31年4月1日開始　 介護保険外事業 

 
３ 事業実施地域及び営業時間等                                  

 　 （１）実 施 地 域　　渋川市
   （２）営 業 時 間 等

事 務 所 営 業 日 月から金（祝日及び12/29から1/3までを除く）

事 務 所 受 付 時 間  午前８時３０分から午後５時１５分

サ ー ビ ス 提 供 日  年中無休

サ ー ビ ス 提 供 時 間  午前７時から午後９時

 
４ 職員の体制　　　　　　　　                                  
　　当事業所では、契約者に対して訪問型サービスを提供する職員として、以下の職　 

　種の職員を配置しています。 
       職  種 従業者数 指定基準 職務の内容

   　職員の管理及び業務の 
管 理 者 ( 所 長 ) １人 １人  

  管理を一元的に行います

   　訪問型サービス計画の
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 提 供 責 任 者   作成、利用申込の調整、
(1人は管理者と兼務) ９人以上 ７人 訪問介護員に対する技術

指導等、サービス全般に
係る管理等を行います

訪 問 介 護 員   　訪問型サービスに係る
(9人以上はｻｰﾋﾞｽ 提供 ６０人以上 2.5人以上 サービス提供を行います
 責任者と兼務)
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５ 提供サービス及び利用料金　                                  
　　当事業所では、契約者の家庭に訪問しサービスを提供します。 

　　当事業所が提供するサービスについては、次のとおり、利用料金が介護保険から給

　付される場合、又は利用料金の全額を契約者に負担していただく場合があります。 

 
（１）介護保険の給付対象となるサービス等（契約書第４条関係） 

　　　【基本的サービス】 
 
 サービス種別 内　　　　容
 
  【入 浴 介 助】入浴の介助又は入浴が困難な方は体を拭く(清拭)等 
  【排せつ介助】排せつの介助及びおむつ交換 
 身体介護 【食 事 介 助】食事の介助 
 【体 位 変 換】体位の変換 
 【通 院 介 助】身体介護に引続いて行う通院に要する準備
 
  【調　　　理】食事の用意（家族分の調理は行いません） 

生活援助 【洗　　　濯】衣類等の洗濯（家族分の洗濯は行いません） 
【掃　　　除】居室の掃除(契約者の居室以外の居室及び敷地の 
　　　　　　　掃除は行いません） 
【買　　　物】契約者の日常生活に必要となる物品の買物（預金 
　　　　　　　又は貯金の引出しや預入れは行いません）

１　訪問型サービスは、自立支援の観点から、契約者ができる限り自ら家事等を行うこと
　ができるように支援することを目的としています。このため、訪問型サービスは、契約
　者がもつ能力を最大限活用しながら行い、ＡＤＬ（日常生活動作）の維持、向上を図り
　ます。

２　契約者に対する具体的なサービス内容、実施日及び実施回数は、介護予防サービス計 
　画（ケアプラン）等を踏まえた訪問型サービス計画により定められます。 
　　ただし、契約者の状態の変化、介護予防サービス計画に位置づけられた目標の達成度
　等を踏まえ、必要に応じて変更することがあります。

３　サービスの実施頻度は、介護予防サービス計画（ケアプラン）において、以下の 
　支給区分が位置づけられ、１週間あたりのサービス提供頻度が示されます。これを 
　踏まえ、訪問型サービス計画において具体的な実施日、１回あたりの　時間数や実
　施内容等を定めます。 

 
支給区分 １週間当たりのサービス提供回数  

 
Ⅰ  おおむね１回  

 
Ⅱ  おおむね２回  

 
Ⅲ  おおむね３回  

４　契約者の状態の変化等により、サービス提供量が、訪問型サービス計画に定めた
　実施回数、時間数等を大幅に上回る場合には、介護予防支援事業者と調整のうえ、
　支給区分の変更、介護予防サービス計画の変更又は要支援認定の変更、要介護認定
　の申請の援助等必要な支援を行います。

　　　【加算対象サービス】 

  　  　 次のサービスの利用に当たっては、基本的サービスとは別に利用料金（利用 

　　　 者負担額）を負担いただきます。 
 
 サービス種別 内　　　　容
 
  　新規に契約された人又は過去２か月間に利用実績のない方に対し
 初回加算 て、サービス提供責任者が自ら訪問型サービスを行う場合又はサー
 ビス提供責任者が同行訪問した場合に負担いただきます。 
 【加算単位数】１回２４０単位（介護職員等処遇改善加Ⅱを含む）
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　　　 次の加算については、当事業所の運営体制に係る加算であり、サービスの質 

       又は安全面等に関する総体的なものであるため、一律に利用料金（利用者負担 

       額）を負担いただくこととなっています。 

    加算種別                       内　　　容

介護職員等処遇改 　当事業所は介護現場で働く、介護職員等の処遇を改善してい
善加算Ⅱ る事業所として、当該加算を取得しています。 

 【加算単位数】サービス単位数×２２．４％（１か月当たり）

 
（２）介護保険の給付対象とならないサービス等（契約書第５条・第８条関係） 

　　　　次のサービス等は、料金の全額が契約者の負担となります。 

対象サービス 備　　考

介護保険給付支給限度 　介護保険の支給限度額を超えてサービスを利用された場
額を超えるサービス 合、超えた部分の利用料金の全額が契約者の負担となりま

す。

通常の事業実施地域 　通常の事業実施地域（渋川市）以外の地域に居住する契約
(渋川市)以外への訪問 者が当事業所のサービスを利用される場合、訪問に係る交通
(契約書第８条参照) 費の実費をいただきます。 

　なお、本会公用車を使用した場合の交通費は、渋川市外と
なる地点から居宅まで、１回の訪問につき1,000円をいただ
きます。

 

（３）サービス利用料金（契約書第８条関係）　 

　　    次の料金表のとおり、サービス提供に係る１回当たりの利用料金から介護保険 

　　　給付額を減じた金額を利用者負担額としてお支払いいただきます。（要介護度に 

　　　よるサービス利用料金の区別はありません。） 

利用料金の計算方法
 
  利用料金は、所得状況に応じて９割から７割の部分が介護保険から支払われます。 
　これにより、実際にお支払いいただく額（利用者負担額）は、１割から３割となりますの
で、『介護保険負担割合証』により、負担割合をご確認ください。 
    ①（ Ａ ＋ Ｂ ） × Ｃ＝ 利用料金(10割) 
    　 　利用料金(10割) － 介護保険給付(9割) ＝ 利用者負担額(1割) 
　  ②　 利用料金(10割) － 介護保険給付(8割) ＝ 利用者負担額(2割) 
       　利用料金(10割) － 介護保険給付(7割) ＝ 利用者負担額(3割) 

  
  Ａ：基本単位数　　　　　　　　  （基本的ｻｰﾋﾞｽ単位数及び加算対象ｻｰﾋﾞｽ単位数)  
  Ｂ：介護職員等処遇改善加算Ⅱ　   （Ａ×22.4％) 　 
  Ｃ：１０．２１円　　   　       （１単位の単価／７級地）  
 
 注１：利用料金の計算は、介護保険法の定めるところにより、単位数の計算に係る小数点以下 
       の端数は四捨五入、金額の計算に係る円未満の端数は切り捨てとしています。 
 注２：計算過程の端数処理等の都合により、実際の請求額と料金表の金額には若干の誤差が生 
       じる可能性があります。 

 注３：介護保険給付制限対象者（介護保険料の滞納者）は、利用料金の３割（介護保険負担割 
　　　 合証に記載された割合が３割である場合は４割）を負担いただく場合があります。 
 注４：介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防訪問介護相当サービスは、月ごとの定
　　　 額制となっていますが、法に基づく要件を満たす場合は日割り計算を行います。（詳細 
       は問合せください） 
 注５：加算対象サービスは、いかなる場合も日割り計算は行いません。 
 注６：基本的サービスの利用料金は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、訪問型サー
　　　 ビス計画によるサービス提供実績及び国で定めた基準に基づき計算します。 
 注７：契約者が要支援認定を受けていない場合は、一時的にサービス利用料金の全額をお支 
　　　 払いいただきますが、要支援の認定を受けた後、利用者負担額（１割又は２割）を除く 
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　　　 金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、介護予防サービス計画が作成 
　　　 されていない場合も償還払いとなります。 
　　　　 なお、償還払いとなる場合、契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を 
       記載した「サービス提供証明書」を交付します。 
 注８：経済状況の著しい変化、その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更すること 
　 　　があります。その場合、事前に変更の内容と事由について、変更を行う２か月前までに 
　　　 説明します。 

  
　【基本的サービスの利用料金表】  

 　 利用料金は１か月ごとの定額制であり、居宅サービス計画において位置づけられた 

　支給区分によって次のとおりとなります。 

　  なお、契約者の体調不良等により訪問型サービス計画に定めた期日よりも利用が少 

　なかった場合、又は多かった場合であっても、日割りによる割引又は増額は行いませ 

　ん。（日割り計算に関する詳細は「利用料金の計算方法」における注4、注5をご参照 

　ください。） 

区分
 

利用可能範囲
 

単位数
 利用料金 負担 介護保険 利用者負担額 

              (1) 割合 (2) (1)－(2)

     １割 13,222円 １,４７０円
訪問型 要支援１  1,439単位 14,692円 

Ⅰ 要支援２ 週１回 （月） （月） ２割 11,753円 ２,９３９円
事業対象者

３割 10,284円 ４,４０８円

     １割 26,417円 ２,９３６円
訪問型 要支援１  2,875単位 29,353円 

Ⅱ 要支援２ 週２回 （月） （月） ２割 23,482円 ５,８７１円
事業対象者 

３割 20,547円 ８,８０６円

     １割 41,920円 ４,６５８円
訪問型 要支援２  4,562単位 46,578円 

Ⅲ  週３回 （月） （月） ２割 37,262円 ９,３１６円
事業対象者

３割 32,604円 １３,９７４円

 
 【加算対象サービスの利用料金表】  

訪問型サービスⅠ・Ⅱ・Ⅲ、すべて共通料金となります。 
 

加算名称
 

単位数
 

利用料金(1)
負担 介護保険給付 利用者負担額 

              割合 (2) (1)－(2)

              １割 2,250円 ２５１円
   

初 回 加 算 245単位 2,501円 ２割 2,000円 ５０１円

３割 1,750円 ７５１円

 ※各料金表は、すべて介護職員等処遇改善加算Ⅱを含む単位数及び金額となっています。 

 ※各料金表に記載がない料金等については、当事業所まで問合せください。 
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（４）利用料金のお支払い方法（契約書第８条関係）　 

　　　　利用料金（利用者負担額等）については、当月１日から末日までの分を翌月に 
　請求しますので、翌月末日までに次のいずれかの方法でお支払いください。 

①　銀行等金融機関預金口座からの引落し（所定の申込書の提出が必要です） 
②　現金による支払い 
③　下記指定口座への振込み（振込手数料は契約者負担になります）

　銀 行 名　　群馬銀行渋川支店 
　預金種別  　普通預金 
　口座番号    １７３１７８９ 
　        ﾌｸ)ｼﾌﾞｶﾜｼｼｬｶｲﾌｸｼｷｮｳｷﾞｶｲ 
  口座名義　　社会福祉法人渋川市社会福祉協議会

 
（５）利用の中止、変更、追加（契約書第９条関係）　 

　  ①  利用予定日の前に、契約者の都合により、訪問型サービスの利用を中止、変
　　更、又は新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサー

 　　ビスの実施日の前日までに事業所に申出てください。
　　②  サービス利用の変更･追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者

　  の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者
 　　に提示して協議します。

 
６ サービスの利用に関する留意事項                              

留意事項 説　　　　明

サービス提供を行う 　サービス提供時に、担当の訪問介護員を決定します。ただし、実
訪問介護員　　　　 際のサービス提供にあたっては、複数の訪問介護員が交替してサー

ビスを提供します。

 ・契約者からの交替の申し出 
 　選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護
 員が業務上不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を
 明らかにして、事業所に対して訪問介護員の交替を申出ることが

訪問介護員の交替 できます。ただし、契約者から特定の訪問介護員の指名はできま
(契約書第６条参照) せん。 

・事業者からの訪問介護員の交替 
　訪問介護員の人事異動、感染症等及びその他事業者の都合により

訪問介護員を交替することがあります。 
※訪問介護員を交替する場合は契約者及びその家族等に対してサー
　ビス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮します。

 ・定められた業務以外の禁止 
 　契約者は「５ 提供サービス及び利用料金」で定められたサー 
 　ビス以外の業務を事業者へ依頼することはできません。 
 ・訪問型サービスの実施に関する指示及び命令 
 　訪問型サービスの実施に関する指示及び命令はすべて事業者が行
ｻｰﾋﾞｽ提供時の留意事項 　います。ただし、事業者は訪問型サービスの実施にあたって契約
(契約書第７条参照) 　者の事情及び意向等に十分配慮するものとします。 

・備品等の使用 
　訪問型サービスの実施のために必要な備品等(水道、ガス、電気
　を含む)は無償で使用させていただきます。 
　　また、訪問介護員が契約者に代わって、店舗等へ生活に必要な 
　連絡をする場合の電話等も同様とします。

 　訪問介護員は、契約者に対する訪問型サービスの提供にあたっ
 て、次に該当する行為は行いません。 
  ・医療行為 

訪問介護員の禁止行為  ・契約者もしくはその家族等からの金銭又は物品の授受 
(契約書第１４条参照)  ・契約者の家族等に対する訪問型サービスの提供 

 ・飲酒及び喫煙 
 ・契約者又は家族等に対する宗教活動、政治活動、営利活動 
 ・その他、契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為
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７ 緊急時及び事故発生時の対応                                  
　　訪問時において、契約者の体調が急変した場合等は、救命措置等を行ったうえ、家
　族、主治医又は医療機関への連絡、病院への救急搬送等の必要な行為を行います。 
　　また、事故等により財産を破損等した場合は、速やかに契約者及び家族等へ連絡し
　ます。 

 
８ ハラスメントの防止について                        　　　　  
　　当事業所は、職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラ

 　スメントの防止に向け取組みます。
　（1）事業所内等において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ

 　　 相当な範囲を超える下記の行為は組織として許容しません。
 　　 ①身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為

 　　 ②個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為
 　 　③意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為

  　　上記は、事業者職員、取引先事業者、契約者及びその家族等が対象となります。
　（2）ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防

 　　 止会議等により、同事案が発生しない為の再発防止策を検討します。
　（3）職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施しま
　 　す。また、定期的に話合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の

 　　 把握に努めます。
　（4）ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環

 　　 境改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。

 
９　虐待防止について                                  　　　　 

　　当事業所は、契約者の人権擁護・虐待防止等のため責任者を設置し、次の措置を講
じます。 

 　 (1)  虐待防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催（テレビ電話装置等を
 活用しての開催を含む。）及び、その検討結果を職員へ周知徹底

　  (2)  虐待防止のための指針の整備 
(3)  職員に対し、虐待を防止するための研修を定期的に実施 
(4)  契約者及びその家族からの苦情処理体制の整備 
(5)　その他虐待防止のために必要な措置 

　　なお、当事業所の職員又は契約者の養護者（家族等）により虐待を受けたと思われ
　る契約者を発見した場合は、速やかに市町村に通報します。 

 
10 身体拘束の禁止について                             　　　  
　　当事業所は、契約者又は他の契約者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な
　い場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」と
　いう。）を行いません。 
　　ただし、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、契約者又は家族に対し、身体拘束
　の内容、理由、期間等について説明し同意を得た上で、その態様及び時間、その際の
　心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録します。 
    また、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 
　  (1)  身体拘束等の適正化を図るための対策を検討する委員会を年１回以上開催（テ

レビ電話装置等を活用しての開催を含む。）及び、その検討結果を職員へ周知徹
 底

　  (2)  身体拘束等の適正化のための指針の整備 
 (3)  職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施 

 
11 衛生管理等について                              　　　  
　  当事業所は、職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うととも

 　に、事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。
　  また、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置

 　を講じます。
　  (1)　事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会
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　　　 をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知徹
 　　　 底しています。

 　  (2)　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。
　  (3)　職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実

 　　　 施します。

 
12 業務継続計画の策定等について                               
　　当事業所は、感染症や非常災害の発生時において、契約者に対する指定第1号訪問事
　業（訪問型サービス）の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の
　業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必

 　要な措置を講じます。
　　また、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練
　を定期的に実施し、併せて業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

 　の変更を行います。

 
13 第三者評価について                              　　　 　　 

　　当事業所では実施していません。 

 
14 苦情の受付について（契約書第２２条関係）                     　　 

　  当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けます。 
 
  苦情受付窓口　 管理者（所長）尾身 知恵美 

   受 付 時 間　 月曜日から金曜日まで（午前8時30分から午後5時15分まで）
  　　　　　　　　※祝日、12月29日から1月3日を除く

  電 話 番 号　 ０２７９（２６）３９００ 
  Ｆ Ａ Ｘ   ０２７９（２５）１７２１ 
    そ　 の 　他   希望する場合は、社会福祉法人渋川市社会福祉協議会苦情対策 
                    要綱に基づく第三者委員が、話合いへの立合いや助言等を行 

　　　　　　　　います

 
　  行政機関その他苦情受付機関 

   渋川市 介護保険課  所 在 地 ： 渋川市石原８０番地
 ※渋川市外にお住まいの人は、  電話番号 ： ０２７９（２２）２１１１ 
お住まいの市町村へ  Ｆ Ａ Ｘ ： ０２７９（２４）６５４１

   国民健康保険団体連合会  所 在 地 ： 前橋市元総社町３３５番地８
  電話番号 ： ０２７（２９０）１３２３

 Ｆ Ａ Ｘ ： ０２７（２５５）５０７７

   群馬県社会福祉協議会  所 在 地 ： 前橋市新前橋町１３番地１２
 (福祉サービス運営適正化委員会)  電話番号 ： ０２７（２５５）６６６９ 

 Ｆ Ａ Ｘ ： ０２７（２５５）６１７３
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 令和　　年　　月　　日

 

　介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業（指定第１号訪問事業）におけ

る訪問型サービスの提供開始にあたり、重要事項説明書（以下「本書」という。）の内

 容を説明し、同意を得たうえで交付しました。

渋川市社協ヘルパーステーション  
 氏　名　                     　, 

【サービス提供責任者】

 

  私は、事業者から本書に基づく重要事項の説明を受け、介護保険法に基づく介護予防

・日常生活支援総合事業（指定第１号訪問事業）における訪問型サービスの提供開始に

 同意し、本書の交付を受けました。

 住　　所 　　 

 契約者

氏　　名  　　　　　                　　　　　　　　　　 ,

 住　　所 　　 

 

　 氏　　名  　　　　　                 　　　　　　　　　　,

 代筆者

続　　柄

代筆理由

 住　　所 　　 

 

代理人 氏　　名  　　　　　                 　　　　　　　　　　,

続　　柄

 

  ※　この重要事項説明書は、厚生省令第３７号(平成１１年３月３１日)第８条の規定に 
　　基づき、契約者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。

 　　本書の説明、同意、交付を証するため、本書２通を作成し、契約者、事業者が

 　記名押印のうえ、各１通を保有するものとします。


